
年 月 項 目

平成27年１月

社会資本整備審議会第一次答申（今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方に
ついて）

 規模や住宅・非住宅の区分により、義務化対象範囲の拡大等、段階的な基準適合義
務化を提言

平成27年７月

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）制定

 省エネ基準等への適合に関する誘導措置※（平成28年４月施行）
※性能向上計画認定（容積率の特例）、認定表示制度

 2000㎡以上の非住宅建築物の省エネ基準適合義務化（平成29年４月施行）

令和元年５月

建築物省エネ法の改正 ⇒２頁参照

 300㎡以上2000㎡未満の非住宅建築物の省エネ基準適合義務化（令和３年４月施行）

 300㎡未満の住宅・建築物の説明義務制度の創設（令和３年４月施行））

令和２年10月 「2050年カーボンニュートラル」の宣言（国会所信表明演説）

令和３年４月 「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」が発足

令和３年８月
あり方検討会において、「脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり
方・進め方」をとりまとめ ⇒３頁、参考資料

国における住宅・建築物に係る省エネ対策の経緯
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１．規制措置

２．その他の措置

・容積率特例に係る認定制度について、対象に複数の建築物の連携による取組を追加

・地方自治体は条例で、建築物エネルギー消費性能基準に必要な事項の付加が可能

令和元年度 建築物省エネ法改正の概要

２



１． ２０５０年及び２０３０年に目指すべき住宅・建築物の姿≪あり方≫

2050年に目指すべき住宅・建築物の姿
（省エネ）ストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネ性能が確保される
（再エネ）導入が合理的な住宅・建築物における太陽光発電設備等の再生可能エネルギ―導入が一般的となる

2030年に目指すべき住宅・建築物の姿
（省エネ）新築される住宅・建築物についてはZEH・ZEB基準の水準の省エネ性能が確保される
（再エネ）新築戸建住宅の6割において太陽光発電設備が導入される

２． ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた取組の進め方（主なものを抜粋）

年度 住宅 建築物

2022

・建築物省エネ法に基づく誘導基準の引き上げ
ＢＥＩ＝0.8（再エネを除く）及び強化外皮基準
・太陽光発電設備等再生可能エネルギーに関する情報提供の
取組

・建築物省エネ法に基づく誘導基準等の引き上げ
用途に応じてＢＥＩ＝0.6又は0.7（いずれも再エネを除く）
・太陽光発電設等再生可能エネルギーに関する情報提供の
取組

2023
・分譲マンションに係る住宅トップランナー基準の設定（目標
２０２５年度） ＢＥＩ＝0.9程度及び省エネ基準の外皮基準

2024 ・大規模建築物に係る省エネ基準の引き上げ ＢＥＩ＝0.8程度

2025

・住宅の省エネ基準への適合義務化
・住宅トップランナー基準の見直し（目標２０２７年度）
ＢＥＩ＝0.8程度及び強化外皮基準（注文住宅トップランナー
以外）
ＢＥＩ＝0.75及び強化外皮基準（注文住宅トップランナー）

・小規模建築物の省エネ基準への適合義務化

2026 ・中規模建築物に係る省エネ基準の引き上げ ＢＥＩ＝0.8程度

遅くとも
2030

・誘導基準への適合率が８割を超えた時点で省エネ基準をＺ
ＥＨ基準（ＢＥＩ＝0.8及び強化外皮基準）に引き上げ・適合義務
付け
・あわせて２０２２年に引き上げた誘導基準等の更なる引き上げ

・中大規模建築物について誘導基準への適合率が８割を超
えた時点で省エネ基準をＺＥＢ基準（用途に応じてＢＥＩ＝0.6
又は0.7）に引き上げ、小規模建築物についてＢＥＩ＝0.8程度
に引き上げ・適合義務付け
・あわせて２０２２年に引き上げた誘導基準等の更なる引き上げ

３

「脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方」のポイント






